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甲賀市個人情報保護審議会会長 様 

 

                                                      甲賀市長 岩永 裕貴  

 

個人情報の取扱いに関する意見について（諮問） 

 

 甲賀市個人情報保護条例第３３条第７項の規定に基づき審議会の意見を聴かせていただ

きたいことから、下記のとおり諮問します。 

 

記 

 

諮問事項 

個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴う本市の個人情報保護制度の見直しについ

て 

 

諮問理由 

甲賀市では、平成１６年に甲賀市個人情報保護条例を制定して以来、市が保有する個人

情報の取扱いの基本的事項を定め、市民の権利利益の保護に資するよう、各実施機関にお

ける個人情報の適正な収集、保管、利用等に努めてきたところです。 

一方、国においては、社会全体のデジタル化に対応した「個人情報保護」と「データ流

通」の両立、個人情報の保護に関する国際的な制度調和等を図るため、デジタル社会の形

成を図るための関係法律の整備に関する法律（令和３年法律第３７号）による個人情報の

保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）の一部改

正により、従来、民間事業者、国の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体等について

の規律が対象ごとに分かれていたものを個人情報保護法に一元化し、全体の所管について

も国の個人情報保護委員会に集約されることとなりました。 

一部改正される個人情報保護法の地方公共団体に係る規定は令和５年４月１日に施行さ

れ、全国統一ルールの下、本市の個人情報保護制度も運用されていくことになりますが、

一部の事項については、地域の実情に応じ各地方公共団体の条例で定め得るものとされて

います。 

ついては、現行の「甲賀市個人情報保護条例」を廃止し、個人情報保護法の施行に当た

り定め得る事項を規定するための「甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例」を制定

するに当たり、専門的知見に基づく調査審議をいただきたく、甲賀市個人情報保護審議会

に諮問するものです。 

 

諮問内容 

別紙のとおり。 



【別紙】 

 

１ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）にお

いて条例に定めることが想定され、委任規定が設けられている事項について 

 

（１） 開示請求手数料（法第８９条第２項） 

地方公共団体に対する開示請求については、手数料の額を条例で定める（手数料無料

も含む。）こととされています。 

甲賀市個人情報保護条例（平成１６年甲賀市条例第１６号。以下「現行条例」とい

う。）では手数料を徴収していないため、甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例

（以下「施行条例」という。）において手数料の額は「無料」である旨規定し、現行と

同様に写しの交付に係る実費を徴収します。 

 

（２） 行政機関等匿名加工情報の提供制度に係る手数料（法１１９条第３項及び第４

項） 

「行政機関等匿名加工情報」とは、行政機関が保有する個人情報について、特定の個

人を識別することができないよう加工し、当該個人情報を復元できないようにした情報

です。 

改正法に基づき、都道府県及び政令指定都市においては民間の研究機関等民間事業者

への提供が義務付けられます。しかし、その他の市町村については、当分の間、制度導

入は任意であり、義務を課せられていません。 

本市では、これまで提供制度に関する問合せはなく、現時点で需要が見込まれないた

め、本制度の導入を見送ることとし、手数料に関する規定は設けない予定です。制度導

入の時期については、今後検討してまいります。 

 

２ 法において条例に定めることが許容されている事項について 

 

（１） 開示請求等の手続（開示決定等の期限）（法第１０７条第２項及び第１０８条） 

法では、保有個人情報開示請求から開示決定等まで３０日間、期間延長を最大で３０

日間の合計６０日間としており、現行条例の開示決定等まで１５日間、期間延長を最大

で３０日間の合計４５日間より日数が増えておりますが、本市の運用実績として、期限

内に処理できなかった事例はないことを踏まえ、施行条例には現行条例と同じ日数を規

定します。 

 

（２） 審議会への諮問について（法第１２９条） 

本市が個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を特に聴く

必要があるときは、甲賀市個人情報保護審議会（以下「審議会」といいます。）に諮問

することとします。また、現行の体制と同様に、開示決定等に係る行政不服審査法に基

づく審査請求があったときは、審議会に諮問します。 



現行条例のもとでは、要配慮個人情報の取扱い、本人外収集、保有個人情報の目的外

利用及びオンライン結合に関して、審議会に諮問することとなっていますが、法ではこ

れらの諮問を規定することが許容されないこととなっています。 

改正後の法のもとでは、オンラインに限らず、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損

の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じる必要があ

ります。そして、地方公共団体は、地方公共団体の機関、その区域内の事業者及び住民

による個人情報の適正な取扱いを確保するために必要があると認めるときは、国の個人

情報保護委員会に対し、必要な情報の提供又は技術的な助言を求めることができるとさ

れています。 

 

（３） 個人情報ファイル簿の新設（個人情報事務登録簿の廃止）（法第７５条第５項） 

法では、市の個人情報の利用状況について、「個人情報ファイル簿」を作成して公表

することを定めています。 

現行条例では、「個人情報取扱事務登録簿」の制度を運用していますが、法の規定に

より個人情報ファイル簿による作成・公表を行っていくことから、個人情報取扱事務登

録簿（個人情報取扱事務の届出）の作成・公表は行わず、施行条例に定めを置きませ

ん。 

 

（４） 条例要配慮個人情報を条例で定める必要性（法第６０条第５項） 

法における要配慮個人情報とは、①人種、②信条、③社会的身分、④病歴、⑤犯罪の

履歴、⑥犯罪被害の事実、⑦障がいのあること、⑧健康診断の結果、⑨医師等による指

導又は診療内容、⑩被疑者又は被告人として逮捕、捜索等刑事事件に関する手続きが行

われたこと、⑪少年の保護事件に関する手続きが行われていたこと、不当な差別、偏見

その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令等で定

められた情報です。特段の地域的な事情等がある場合、市独自の条例要配慮個人情報を

規定することができますが、現行条例における「要配慮個人情報」は、法の規定と同等

の定義としていることから、独自の項目は規定しません。 

 

（５） 開示請求等における不開示情報の範囲について（情報公開条例との整合性）（法

第７８条第２項） 

甲賀市情報公開条例（平成１６年甲賀市条例第１５号）の非開示範囲との整合を取る

ことができる規定でありますが、現行条例と法との規定に表現上の違いがあるものの実

質的な違いはなく、特段手立てを講じる必要はありません。 

 

３ その他の事項について 

 

（１） 死者の情報の取扱いについて 

現行条例において個人情報は「個人に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別され得るもの」と定義され、その中には死者の情報も含まれています。法で

は、個人情報として定義づけられているのが「生存する個人に関する情報」となります



が、死者に関する情報が同時に遺族等の生存する個人に関する情報であって、当該生存

する個人を識別することができる場合に限り、当該生存する個人による開示請求の対象

となるとされています。（ただし、開示請求があった際に、対象文書内に開示請求者以

外の個人に関する情報であって、死者に関する情報が含まれている場合は、第三者情報

として不開示となります。） 

 

（２） 運用状況の公表 

現行条例においては、個人情報ファイルの届出件数及び開示等請求の件数等、現行条

例の運用状況を毎年公表することが定められていますが、法においては、公表する義務

は定められていません。 

この点、個人情報保護事業における本市の主体的な公表体制を確保することは、個人

情報保護制度の適正な運営に資すると考えられることから、引き続き運用状況を公表す

ることとします。 

 

（３） 罰則規定 

審議会を設置するに当たり、委員が調査審議において知り得た秘密に係る守秘義務違

反があった場合に、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する旨、規定を置きま

す。 

 

４ 甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例案の概要について 

 施行条例の案として、以下のとおり規定を設ける予定をしております。 

 

甲賀市個人情報の保護に関する法律施行条例案（概要） 

 

 （趣旨） 

第１条 趣旨規定として、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以

下「法」という。）の適用を受けて、甲賀市が個人情報を取り扱うことに関し必要な

事項を定めるものとします。 

 

 （定義） 

第２条 定義規定として、条例の対象となる「実施機関」を明確にするとともに、条例

で使用する用語が法及び個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０

７号）で使用する用語の例によることとします。 

 

 （開示請求に係る手数料） 

第３条 開示請求の手数料について、現在の運用のとおり手数料を無料とし、コピー

代、郵送代等については実費を徴収することとします。 

 

 （開示決定等の期限） 

第４条 開示決定等の期限を現行条例の規定のとおり１５日以内とします（法で定める

期間は３０日。）。 

 

 （開示決定等の期限の特例） 



第５条 前条において法に規定する３０日を１５日と短縮したことに伴い、開示請求に

係る個人情報が著しく大量な場合の期限の特例について、法に規定する６０日を４５

日に短縮します。 

 

 （個人情報保護審議会の設置等） 

第６条 開示決定等に係る審査請求又は個人情報の適正な取扱いを確保するため専門的

な知見に基づく意見を聴くことが特に必要であると認める場合における諮問に応じ、

調査審議するため、甲賀市個人情報保護審議会（以下「審議会」という。）を設置

し、委員の定数、任期、守秘義務規定を設けます。 

 

 （調査権限） 

第７条 審議会は、開示決定等に係る審査請求の調査審議に当たり、諮問をした実施機

関（以下「諮問実施機関」という。）に対し、保有個人情報の提示を求めることがで

きる旨を規定します。また、審査請求人、参加人又は諮問実施機関（以下「審査請求

人等」という。）に意見書若しくは資料の提出又は事実を陳述させることができる旨

を規定します。 

 

 （意見の陳述） 

第８条 審議会は、審査請求人等から申立てがあったときは、口頭意見陳述の機会を与

えることを規定します。 

 

 （意見書等の提出） 

第９条 審査請求人等は、審議会に対し、意見書又は資料を提出することができる旨を

規定します。 

 

 （提出資料の写しの送付等） 

第１０条 審議会は、提出があった意見書又は資料の写しを当該意見書又は資料を提出

した審査請求人等以外の審査請求人等に送付する旨、審査請求人等が意見書又は資料

の閲覧を求めることができる旨を規定します。 

 

 （調査審議手続の非公開） 

第１１条 開示決定等に係る審査請求における審議会の手続は、公開しない旨規定しま

す。 

 

 （運用状況の公表） 

第１２条 実施機関は、毎年、法及びこの条例の運用状況について公表する旨を規定し

ます。 

 （委任） 

第１３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める旨を規定します。 

 

 （罰則） 

第１４条 委員の守秘義務違反について、１年以下の懲役又は５０万円以下の罰金に処

する旨を規定します。 

 

   付 則 

 



（１） 施行期日を令和５年４月１日とします。 

（２） 甲賀市個人情報保護条例（平成１６年甲賀市条例第１６号。以下「旧条例」と

いう。）を廃止します。 

（３） 旧条例の廃止に伴い、甲賀市かもしか荘条例（平成１７年甲賀市条例第６０

号）、甲賀市あいの土山都市との交流センター条例（平成１７年甲賀市条例第６１

号）及び甲賀市公文書等の管理に関する条例（令和３年甲賀市条例第１０号）の一部

を改正します。 

（４） 旧条例において個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使

用してはならない義務については、施行後もなお従前の例によることを規定します。 

（５） 旧条例に規定する保有個人情報の開示、訂正及び利用停止については、なお従

前の例によることを規定します。 

（６） 旧条例第４４条の規定は、令和５年６月３０日までの間、なおその効力を有す

ることを規定します。 

（７） 旧条例に規定する保有個人情報を含む情報の集合物を体系的に構成したものに

ついて、施行後に実施機関の職員である者等が提供したときは、２年以下の懲役又は

１００万円以下の罰金に処する旨を規定します。 

（８） 旧条例に規定する保有個人情報を施行後に実施機関の職員である者等が自己若

しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲

役又は５０万円以下の罰金に処する旨規定します。 

 

 

 

 

 

 


